
交通警察活動における広報啓発等

令 和 ８ 年 ６ 月 ２ ４ 日

警察庁交通局交通企画課



本事業の概要

本事業の概要

広報啓発を取り上げる理由

上記事業のうち、広報啓発事業により作成したポスター等の資料は、各種機会を通じて最も国民
が目にする機会が多く、本事業の課題が解消し、広報効果が向上するほど、交通事故の抑止効果
は増すと考えられることから、その課題の解消に向け、取り上げたもの。

広報啓発事業（今回ご議論いただきたい事業）

国民の交通安全意識の向上のため、その時々の情勢に応じ、ポスター・リーフレット、映像資料
等の作成・活用等による広報啓発活動を実施している。

調査研究事業

刻々と変化する交通情勢に即応するため、各種調査研究を行い、結果を交通安全対策に反映
する。

各種大会の開催

交通安全国民運動中央大会等を開催し、国民の交通安全意識の醸成を図っている。
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【ポスター・リーフレットの例】 【交通安全国民運動中央大会の実施の様子】

本事業では、交通事故抑止を目的として、これまで主として以下の事業を実施



広報啓発事業の概要

事業の背景

事業の概要

現状と課題予算額の推移

○ 平成５年以降、交通事故死者数の減少が続いており、令和７年中の死者数は2,547人と前年比
4.4％の減少（３頁参照）
○ 第11次交通安全基本計画（令和３年度から７年度）の政府目標である「令和７年までに24時間
死者数を2,000人以下」については達成できず
○ 未だ2,500人を超える方が亡くなられるなど、今後、更なる交通安全対策が必要な状況であるが、
事故防止のためには、国民の交通安全意識を向上させることも不可欠であり、適切な広報啓発を
推進する必要

令和６年度 １４百万円

令和７年度 ２２百万円

令和８年度 １７百万円

※広報啓発関係予算のみ

2

○ 国民の交通安全意識の向上を促し、もって、交通事故の抑止及び被害軽減を図ることを目的と
して、交通事故が増えている違反態様や、法改正が行われた事項に着目し、ポスター・リーフレット、
映像資料の作成や、SNSにおける広報啓発活動を実施
○ 最近では、令和６年度は、訪日外国人旅行者に対するリーフレットの制作、ながらスマホ禁止
等に関するポスター・リーフレットの制作等を、令和７年度は、外国人運転者に対する事故防止に
係る映像資料の制作等、ながらスマホ禁止の広報啓発ポスターの制作等を実施

○ 今後、更に交通事故を減少させていくためには、事故件数が伸び
ている違反態様等に注目し、それらの事故件数を低減させていくこ
とが必要不可欠
○ そうした違反態様等の事故防止のため、積極的に広報啓発を行っ
ていく必要があるが、より効果的な広報啓発方法を検討する必要
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昭和45年死者数
1万6,765人

平成４年死者数
1万1,452人

令和７年死者数

2,547人

平成16年交通事故発生件数
95万2,720件

令和７年自動車保有台数

8,318万台

令和６年自動車走行キロ
6,889億キロ

令和７年運転免許保有者数

8,151万人

交通事故発生状況の推移
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令和７年交通事故発生件数
28万7,023件

（人、百件）
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昭和35年 道路交通法制定
昭和43年 交通反則通告制度の導入
昭和44年 運転免許の点数制度の導入
昭和45年 酒気帯び運転の罰則整備

等

昭和60年 一般車両の運転席及び助手席
の座席ベルト使用義務化

平成２年 初心運転者期間制度の導入
平成12年 チャイルドシート義務化
平成14年 酒酔い運転等の罰則引上げ

等

平成20年 後部座席ベルト使用義務化
平成25年 無免許運転等の罰則引上げ

等



令和６年度

〇訪日外国人旅行者に対するリーフレットの制作

〇ながらスマホ禁止等に関するポスター・リーフレットの制作

【主な訴求対象】

自転車利用者

【配布部数】

各都道府県警察本部へ

ポスター 38,000部

リーフレット 500,000部

【啓発事例】

・教育委員会、自転車プロチーム等と連携し、学生に対してリーフレットを配布

・自転車販売店、携帯電話販売店等にポスターを配布し掲示を依頼

・自転車・二輪車商協同組合、小売酒販売組合連合会等にリーフレットを提供し、

同組合加盟店への掲示及び来訪者への配布を依頼

・夜間の繁華街において酒類を提供する飲食店にリーフレットを配布 など

過去の制作物及び啓発事例

【主な訴求対象】

訪日外国人運転者

【配布部数】

各都道府県警察本部へ260,000部

全国レンタカー協会へ300部

【啓発事例】

・県警から、空港やレンタカー事業所等に提供し、配架や来訪者への配布を依頼

・全国レンタカー協会に提供し、加盟店来訪者への配布等を依頼

・県警の免許センターでリーフレットを活用した交通安全教育を実施 など

※ 上記のほか、啓発事例として、交通安全教室、街頭啓発活動、交通安全イベント等における配布・掲示や、ウェブサイト掲載、ＳＮＳ配信、デジタルサイネージ
における公開等の取組を推進

令和７年度

〇外国人運転者に対する映像資料（DVD、電子データ）の制作

〇ながらスマホ禁止に関するポスター・リーフレットの制作
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【主な訴求対象】

自動車利用者及び自転車利用者

【配布部数】

各都道府県警察本部へ

ポスター 37,000部

リーフレット 490,000部

【啓発事例】

・高校と連携し、高校生と県警職員合同で、生徒に対してリーフレットを配布

・中学校、高校にポスターを提供し、掲示を依頼

・指定自動車教習所協会にリーフレット等を提供し、加盟自動車学校への掲示

及び来訪者への配布を依頼

・路線バスの車内ポスター掲示枠に掲示を依頼 など

【主な訴求対象】

訪日外国人を含めた外国人運転者

【配布部数】

各都道府県警察本部・警察署へ

DVD 1,216枚

※在留外国人向け：約21分、訪日外国人向け：約６分、ショート版動画：30秒

【啓発事例】

・ＤＶＤは警察職員が外国人対象の交通安全教室等の機会に活用するほか、

自治体や事業所等にも要望に応じて貸出し

・令和８年２月末、YouTube公式チャンネルに公開し、６月３日時点で約4,600回の

再生回数。SNSに投稿したショート版動画は約１万4,000回表示 など
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外国人運転者による交通事故①

外国人運転者による交通事故件数の推移

全事故（一般原付以上・第１当事者）に占め
る外国人による事故の割合
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外国人運転者による交通事故②

外国人運転者（国際免許又は外国免許所持者）による
レンタカー利用中交通事故件数の推移

レンタカー利用中の事故類型別交通事故件数構成率比較
【令和３年～令和７年合計】
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許所持者）

約3.2倍 約2.9倍

訪日外客数の増加を背景に、
令和５年の交通事故件数は前年
から急増

↓
急増に歯止めをかけるため、
令和６・７年で前述の広報啓発
を実施

約8.5倍

外国人は日本人と比較して、
正面衝突や右折直進の事故割合
が高い傾向がある。これは日本
の交通ルールが母国と異なって
いることに係る理解不足が一因
と考察

↓
前述の広報の際、左側通行や
右折時の注意点等も盛り込んだ
広報啓発を実施
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外国人運転者に対する広報

近年の交通広報の効果と課題① ～外国人運転者～

○ 我が国では、全体の交通事故件数が減少する中、外国人運転者による交通事故に

ついては増加傾向にあるが、これは在留外国人及び訪日外国人旅行者が（コロナ禍で

一時的に減少したものの）いずれも増加傾向にあることが背景にある。

○ 外国人運転者による交通事故の要因について、その発生態様は様々であること

から、一概にはいえないが、例えば、訪日外国人旅行者については、母国との交通

ルールの違いについての理解不足があることが要因の一つとして上げられる。

○ このような状況を改善し、外国人による事故件数を低下させるべく、警察庁及び

都道府県警察が連携して、広報啓発を推進しているところ

〇今後も訪日外国人の増加等が見込まれる中、事故防止のためには、一層効果的な広報が必要

〇広報内容の多言語化を更に推進するとともに、伝達手段の多様化についても検討

広報の効果

交通事故の抑止は、運転者に対する交通安全教育、交通指導取締り等様々な対策の結果と思われることから、

一概にはいえないが、レンタカー利用中の交通事故が令和４年から５年にかけて急増した一方で、同年から６年に

かけてはその増加が抑えられるなど、これまでの広報啓発について一定の効果があったものと考えられる

課題と対応
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携帯電話等使用有無別死亡事故率の比較
【令和３年～７年合計】
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携帯電話等使用有無別の人的要因別交通事故件数構成率比較
【令和３年～７年合計】
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携帯電話等使用による交通事故件数の推移（自転車）
運転者年齢層別携帯電話等使用自転車事故件数

【令和３年～７年合計】
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近年の交通広報の効果と課題② ～ながらスマホ～

ながらスマホに対する広報

○ 自動車運転中のながらスマホに関しては、令和元年12月に罰則等が引き上げ

られ、その翌年には違反が激減したものの、その後は増加傾向が続き、令和７年

中の携帯電話等使用による交通事故件数は、令和元年とほぼ同程度に増加

○ また、自転車に関しては、過去10年の携帯電話等使用による交通事故件数で

みると、平成27年から令和５年まで増加傾向であったところ、令和６年11月に

自転車運転中の携帯電話等使用に係る罰則が強化され、令和５年から７年に

かけては減少しているものの、依然として高い水準で事故が発生し、過去からの

推移で見れば増加傾向となっている

○ 警察庁及び都道府県警察が連携して、広報啓発を推進しているところ

〇 ながらスマホについては、死亡事故につながりやすい危険な運転行為であり、事故防止のため

一層効果的な広報が必要。

〇 より訴求力の高い、科学的なアプローチの手法について検討。また、関係省庁と連携し、若年層
に対する広報啓発を強化するなど、重点を置いた取組も推進。

広報の効果

自転車のながらスマホによる事故件数は近年減少傾向であるほか、自動車の事故件数については、近年増加

傾向にあるものの、令和元年以前の水準には至っていない。交通事故の抑止は、運転者に対する交通安全教育、

交通指導取締り等様々な対策の結果と思われることから、いずれも一概にはいえないが、これまでの広報啓発に

ついて一定の効果があったものと考えられる。
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課題と対応
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